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I機関番号I 1 2 3 4 5 

所属研究機関名称 00大学

部局 00学部

研究 職 教授
代表者

氏名 00 00 

科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）について、 研究計画変更等に伴い下記のとおり補助事業期間を延長
したいのでご承認くださるようお願いします。

記

1. 研究種目名 基盤研究(C) （一般）

3. 研究課題名 00のxxに関する総合的研究

4. 交付決定額 （円）

直接経贄 間接経費 合計
4,200,000 1,260,000 5,460,000 

5. 補助事業期間 （変更前） 令和5 年度～令和7年度

（変更後） 令和 5年度～令和8年度

6. 直接経費の助成金の次年度使用予定額

7. 補助事業期間を延長する事由
【区分】

■ ①当初計画の遅延・変更

【事由】

200,000（円）

2. 課題番号 23K34567 

□ a．研究者（研究代表者、 研究分担者または研究協力者）のその他の業務の多忙、 親族の介護、 身内の不幸、 子の養育
（産前産後休暇または育児休業の取得によるものも含む）、 怪我や病気によるもの。
□ b．研究遂行に想定以上に時間を要したもの。
□ c．研究計画の見直しが必要となったもの。
■ d．研究実施場所の変更（工事など）によるもの。
□ e．実験装置や機器の故障によるもの。
□ f．参加を予定していた学会や研究会などの中止や延期によるもの（社会情勢を考慮して参加を見送った場合を含
む）。
□ g.自然災害によるもの（感染症の流行等も含む。）。

■ h．渡航先の外国機関との再調整が必要となったもの。

口 ②補助事業の目的をより精緻に達成するための研究の実施（追加（再現）実験の実施や学会参加、 論文投稿など）
口 ③その他、 上記①、 ②いずれにも該当しない場合
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3ページ目以降の注意事項も
必ずご確認ください。










